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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

第１四半期連結
累計期間

第71期
第１四半期連結
累計期間

第70期

会計期間
　自平成22年４月１日
　至平成22年６月30日　

　自平成23年４月１日
　至平成23年６月30日　

  自平成22年４月１日
　至平成23年３月31日

売上高（百万円） 30,604 28,912 122,786

経常利益（百万円） 2,188 1,134 9,523

四半期（当期）純利益（百万円） 1,142 471 5,824

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△993 135 4,564

純資産額（百万円） 119,062 121,762 122,401

総資産額（百万円） 182,414 182,225 184,302

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
15.96 6.77 82.86

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
    ―     ― ―

自己資本比率（％） 64.8 66.1 65.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については　

　　　　　記載しておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第70期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」　

　　　　　(企業会計基準第25号　平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

４. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

　おりません。　

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券　　

　　報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、本年３月に発生した東日本大震災により被災した工場や自

動車産業等のサプライチェーンの復旧が進み、大幅に落ち込んでいた生産や輸出が徐々に持ち直しました。しか

し、震災に起因する原発事故や原発の稼動停止に伴う電力不足、円高の進行、海外経済の減速などの懸念があ

り、先行きの見えない状況が続いております。

　当物流業界におきましては、震災の影響を受けて製品や原材料などの荷動きの回復が遅れており、また燃料価

格の上昇や顧客企業の物流費削減などの影響により厳しい経営環境が続きました。

　このような状況下にあって、当社グループは新規業務の獲得に向けた営業努力を重ねてまいりましたが、震災

の影響により主要顧客である自動車業界の貨物取扱量が減少し、売上高は前年同期比5.5％減の289億12百万円と

なりました。

　営業利益につきましては、設備投資の抑制に伴う減価償却費の減少がありましたが、燃料費の増加や売上高の

減少による影響で、前年同期比59.6％減の９億27百万円となりました。

　経常利益につきましては、前年同期比48.1％減の11億34百万円となりました。その要因といたしましては、営

業外収益が持分法による投資利益が減少したことなどにより、前年同期比16.1％減の４億円となった一方、営業

外費用が投資有価証券評価損や為替差損の減少により前年同期比67.1％減の１億92百万円となったことによるも

のであります。

　この結果、四半期純利益につきましては、前年同期比58.7％減の４億71百万円となりました。

　

　　 セグメント別の業績は次のとおりであります。

 

    ①  運送事業

　前期末に中越テック㈱及び札幌新聞輸送㈱を連結子会社化したことに伴う売上高の増加はありましたが、

震災の影響により主要顧客である自動車業界の貨物取扱量が減少し、売上高は前年同期比0.5％減の142億99

百万円となりました。営業利益は、輸送効率の低下に加え燃料価格の高騰もあり、前年同期比74.8％減の１

億40百万円となりました。

　　②　倉庫事業

　震災の影響による貨物量の減少はありましたが、新規業務の獲得により、売上高は前年同期比0.1％増の

43億68百万円となりました。営業利益は、固定費の削減や保管効率の向上等により前年同期比12.8％増の９

億98百万円となりました。

    ③  梱包事業

　震災の影響による業務量の減少により、売上高は前年同期比15.5％減の70億14百万円となりました。営業

利益は、売上高の減少の影響により前年同期比95.6％減の28百万円となりました。

  ④  テスト事業

　震災以降の業務量減少により、売上高は前年同期比1.2％減の18億16百万円となりました。営業利益は、

売上高の減少により固定費が吸収できず２億66百万円の損失となりました。

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（3）研究開発活動

     該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 152,000,000

計 152,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 74,239,892 74,239,892
 東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株　

計 74,239,892 74,239,892 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　  該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 平成23年４月１日～

 平成23年６月30日　
－ 74,239,892 － 11,316 － 12,332

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

 無議決権株式 － － －

 議決権制限株式（自己株式等） － － －

 議決権制限株式（その他） － － －

 完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－ － 普通株式 　　　

4,592,000　

 完全議決権株式（その他）
 普通株式  

695,834 －
69,583,400

 単元未満株式  普通株式 64,492 － －

 発行済株式総数 74,239,892 － －

 総株主の議決権 － 695,834 －

　（注）「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式６株が含まれております。

 

②【自己株式等】

　 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

 日本梱包運輸倉庫株式会社
 東京都中央区明石町

 ６番17号
4,592,000 － 4,592,000 6.19

計 － 4,592,000 － 4,592,000 6.19

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,177 8,845

受取手形及び売掛金 22,135 21,093

有価証券 11,593 14,822

商品及び製品 39 33

原材料及び貯蔵品 518 455

繰延税金資産 1,403 1,404

その他 1,883 2,041

貸倒引当金 △18 △13

流動資産合計 50,732 48,681

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 41,436 40,670

機械装置及び運搬具（純額） 2,459 2,251

工具、器具及び備品（純額） 709 663

土地 61,405 61,364

リース資産（純額） 182 97

建設仮勘定 171 382

有形固定資産合計 106,365 105,430

無形固定資産

のれん 301 287

その他 1,600 1,614

無形固定資産合計 1,902 1,901

投資その他の資産

投資有価証券 21,672 22,519

長期貸付金 124 121

繰延税金資産 1,828 1,857

その他 1,785 1,820

貸倒引当金 △108 △107

投資その他の資産合計 25,302 26,211

固定資産合計 133,570 133,544

資産合計 184,302 182,225
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,030 9,316

短期借入金 2,187 7,127

1年内償還予定の社債 5,400 5,400

リース債務 59 60

未払法人税等 1,600 611

賞与引当金 2,173 2,707

役員賞与引当金 157 37

災害損失引当金 251 172

設備関係支払手形 795 354

その他 6,264 7,065

流動負債合計 28,919 32,854

固定負債

社債 10,800 10,800

長期借入金 10,775 5,753

リース債務 127 111

繰延税金負債 4,551 4,486

退職給付引当金 5,188 5,238

役員退職慰労引当金 878 228

その他 659 991

固定負債合計 32,981 27,608

負債合計 61,900 60,462

純資産の部

株主資本

資本金 11,316 11,316

資本剰余金 12,332 12,332

利益剰余金 98,985 98,690

自己株式 △6,128 △6,130

株主資本合計 116,505 116,209

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,411 6,280

為替換算調整勘定 △1,783 △1,950

その他の包括利益累計額合計 4,627 4,329

少数株主持分 1,268 1,223

純資産合計 122,401 121,762

負債純資産合計 184,302 182,225
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 30,604 28,912

売上原価 26,617 26,233

売上総利益 3,987 2,679

販売費及び一般管理費 1,689 1,751

営業利益 2,297 927

営業外収益

受取利息 94 59

受取配当金 99 105

受取賃貸料 17 16

持分法による投資利益 119 49

雑収入 145 168

営業外収益合計 476 400

営業外費用

支払利息 107 92

為替差損 80 45

投資有価証券評価損 376 27

雑支出 22 28

営業外費用合計 586 192

経常利益 2,188 1,134

特別利益

固定資産売却益 4 7

貸倒引当金戻入額 24 －

役員退職慰労引当金戻入額 9 －

その他 3 －

特別利益合計 41 7

特別損失

固定資産売却損 1 4

固定資産除却損 3 12

持分変動損失 － 7

特別損失合計 4 24

税金等調整前四半期純利益 2,225 1,117

法人税等 1,064 687

少数株主損益調整前四半期純利益 1,161 430

少数株主利益又は少数株主損失（△） 18 △40

四半期純利益 1,142 471
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,161 430

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,852 △130

為替換算調整勘定 △306 △176

持分法適用会社に対する持分相当額 4 11

その他の包括利益合計 △2,154 △295

四半期包括利益 △993 135

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,011 173

少数株主に係る四半期包括利益 18 △38
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

(１)  連結の範囲の重要な変更　

　　  当第１四半期連結会計期間より、A.N.I.TRANSPORT,LTD.は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

　　また、NKP MEXICO,S.A.DE C.V.は新たに設立したため連結の範囲に含めております。

　

(２)  持分法適用の範囲の重要な変更　

　　　該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

 １. 税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の連結

グループ各社の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

 

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

（役員退職慰労金制度の廃止）

　当社は、平成23年５月21日開催の取締役会において、平成23年６月29日開催の定時株主総会終結の時をもって従来の

役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、同総会において退職慰労金の打ち切り支給案が承認されました。これに

伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、当第１四半期連結会計期間末現在の未払額のうち、平成23年７月に支給

する分については流動負債の「その他」に345百万円を、退任時に支給する分については固定負債の「その他」に331百

万円を含めて計上しております。

　なお、連結子会社においては、従来どおり、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当第１四半期連結会計期

間末において発生していると認められる額を「役員退職慰労引当金」に計上しております。　

　　　　　　　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

        該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　　　　該当事項はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

      期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

      のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 1,339百万円

のれんの償却額 13 

減価償却費 1,230百万円

のれんの償却額 13 

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 715 10 平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 766 11 平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

　

EDINET提出書類

日本梱包運輸倉庫株式会社(E04191)

四半期報告書

12/17



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

　
　　　　　　　　　　　報告セグメント その他

（注）
合計

運送事業 倉庫事業 梱包事業 テスト事業 計

売上高        

　外部顧客への売上高 14,377 4,363 8,302 1,838 28,881 1,722 30,604

　セグメント間の内部売

　上高又は振替高
47 64 101 6 219 219 439

計 14,425 4,428 8,403 1,844 29,101 1,942 31,044

　セグメント利益

　又は損失(△)　
556 884 643 △28 2,055 170 2,225

 (注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、通関事業及び自動車の修理事業等を含　　

　　んでおります。　

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の

　主な内容（差異調整に関する事項）　

　

　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

利益　 金額

報告セグメント計 2,055

「その他」の区分の利益 170

その他の調整額（注） 72

四半期連結損益計算書の営業利益 2,297

（注）その他の調整額は、営業取引と営業外取引の消去時に生じる差額であります。

　

　

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　　　　　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

　
　　　　　　　　　　　報告セグメント その他

（注）
合計

運送事業 倉庫事業 梱包事業 テスト事業 計

売上高        

　外部顧客への売上高 14,299 4,368 7,014 1,816 27,498 1,414 28,912

　セグメント間の内部売

　上高又は振替高
31 88 151 2 273 294 568

計 14,330 4,457 7,165 1,818 27,771 1,709 29,480

　セグメント利益

　又は損失(△)
140 998 28 △266 901 △42 858

 (注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、通関事業及び自動車の修理事業等を含　　

　　んでおります。　

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の

　主な内容（差異調整に関する事項）　

　

　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

利益　 金額

報告セグメント計 901

「その他」の区分の損失 △42

その他の調整額（注） 68

四半期連結損益計算書の営業利益 927

（注）その他の調整額は、営業取引と営業外取引の消去時に生じる差額であります。

　

　

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　　　　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

　　１株当たり四半期純利益金額 15円96銭 6円77銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（百万円） 1,142 471

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,142 471

普通株式の期中平均株式数（千株） 71,598 69,648

　(注)　潜在株式調整後１株当り四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

ストックオプション（新株予約権）の発行について

　平成23年６月29日開催の当社定時株主総会で承認されましたストックオプションとして発行する新株予約権の具体的

な内容について、平成23年６月29日及び平成23年７月16日付の当社取締役会において下記のとおり決議し、新株予約権を

発行いたしました。

　（１）新株予約権の発行日

　　　　平成23年７月19日　

　（２）新株予約権の総数

　　　　826個（新株予約権１個あたりの目的である株式の数は100株である）

　（３）新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割当てる新株予約権の数

　　　　当社取締役　　　７名　　　496個

　　　　当社執行役員　　10名　　　330個

　（４）新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　　　　当社普通株式　　　　　 82,600株　　　

　（５）新株予約権の払込金額

　　　　新株予約権１個当たり　 77,100円　　　　　

　　　　（１株当たり　771円）

　　　　（なお、割当てを受ける者が当社に対して有する報酬請求権と新株予約権の払込金額の払込債務とが相殺され　　　　

　　　　　る）　　

　（６）新株予約権の行使により新株を発行する場合の発行価額のうち資本に組入れる額

　　　　①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

　　　　　　に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合

　　　　　　は、これを切り上げるものとする。

　　　　②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

　　　　　　増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

　
　　　

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成23年８月11日

日本梱包運輸倉庫株式会社

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　鈴　木　信　一　　印

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　栗　栖　孝　彰　　印

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本梱包運輸倉庫

株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日か

ら平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本梱包運輸倉庫株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

（注）　　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連結財

務諸表に添付する形で別途保管している。

　　なお、四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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